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【手続補正書】
【提出日】平成20年3月7日(2008.3.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
以下を含有する、組成物：
　（ａ）以下の（ｉ）と（ｉｉ）との反応生成物から誘導された実質的に窒素を含まない
分散剤：
　　（ｉ）ポリアルケニル置換アシル化剤；および
　　（ｉｉ）ポリオール；
　（ｂ）第一級ヒドロカルビルジチオリン酸金属；
　（ｃ）潤滑粘性のあるオイル；および
　（ｄ）必要に応じて、粘度調整剤、
ここで、該組成物は、実質的に窒素を含まない分散剤から誘導された窒素を約３５ｐｐｍ
以下で含有する、
　組成物。
【請求項２】
成分（ａ）が、窒素を含まない、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
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さらに、粘度調整剤を含有し、そしてさらに、少なくとも１種の他の性能添加剤を含有し
、該他の性能添加剤が、金属不活性化剤、清浄剤および酸化防止剤を含む、請求項１に記
載の組成物。
【請求項４】
前記実質的に窒素を含まない分散剤が、（ｉ）ポリアルケニル置換ジカルボン酸無水物ま
たはそれらの誘導体と（ｉｉ）ポリオールとの反応生成物から誘導される、請求項１に記
載の組成物。
【請求項５】
前記実質的に窒素を含まない分散剤が、約５００～約５０００の数平均分子量を有するポ
リアルケニル基を含有する、請求項４に記載の組成物。
【請求項６】
前記ポリオールが、ポリオキシアルキレングリコール、多価アルコールまたはそれらの混
合物であり；
前記第一級ヒドロカルビルジチオリン酸金属が、第一級ジヒドロカルビルジチオリン酸亜
鉛であり、各ヒドロカルビル基が、約２個～約２０個の炭素原子を含有し；
前記粘度調整剤が、ポリ（メタ）アクリル酸エステル、オレフィン共重合体またはそれら
の混合物を含み；
前記潤滑粘性のあるオイルが、ＡＰＩ　第ＩＩ族、第ＩＩＩ族もしくは第ＩＶ族オイルま
たはそれらの混合物を含む、
請求項１に記載の組成物。
【請求項７】
前記ポリオールが、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、
トリメチレングリコール、グリセロール、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトー
ル、エリスリトール、アラビトール、ソルビトール、マンニトールまたはそれらの混合物
を含み；
前記第一級ヒドロカルビルジチオリン酸金属が、ジ－（ヘプチル）ジチオリン酸亜鉛、ジ
－（オクチル）ジチオリン酸亜鉛、ジ－（２－エチルヘキシル）ジチオリン酸亜鉛、ジ－
（ノニル）ジチオリン酸亜鉛、ジ－（デシル）ジチオリン酸亜鉛、ジ－（ドデシル）ジチ
オリン酸亜鉛またはそれらの混合物を含む、
請求項６に記載の組成物。
【請求項８】
前記金属不活性化剤が、少なくとも１つの環位置でヒドロカルビル基置換を有するベンゾ
トリアゾールであり；
前記清浄剤が、フェネート、硫化フェネートまたはそれらの混合物であり；
前記酸化防止剤が、ヒンダードフェノール、ジフェニルアミンまたはそれらの混合物を含
む、
請求項１に記載の組成物。
【請求項９】
請求項１に記載の組成物であって、ここで：
　（ａ）前記実質的に窒素を含まない分散剤は、オイルを含まない基準で、該組成物の約
０．０１重量％～約３０重量％で存在している；
　（ｂ）前記第一級ヒドロカルビルジチオリン酸金属は、オイルを含まない基準で、該組
成物の約０．０１重量％～約３０重量％で存在している；
　（ｃ）前記潤滑粘性のあるオイルは、該組成物の約５０重量％～約９９．９重量％で存
在している；
　（ｄ）前記粘度調整剤は、オイルを含まない基準で、該組成物の約０重量％～約３０重
量％で存在している；
　（ｅ）金属不活性化剤は、オイルを含まない基準で、該組成物の約０重量％～約５重量
％で存在している；
　（ｆ）酸化防止剤は、オイルを含まない基準で、該組成物の約０重量％～約３０重量％
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で存在している；そして
　（ｇ）清浄剤は、オイルを含まない基準で、該組成物の約０重量％～約１０重量％で存
在している、
　組成物。
【請求項１０】
組成物を調製するプロセスであって、該プロセスは、以下を混合する工程を包含する：
　（ａ）以下の（ｉ）と（ｉｉ）との反応生成物から誘導された実質的に窒素を含まない
分散剤：
　　（ｉ）ポリアルケニル置換アシル化剤；および
　　（ｉｉ）ポリオール；
　（ｂ）第一級ヒドロカルビルジチオリン酸金属；
　（ｃ）潤滑粘性のあるオイル；および
　（ｄ）必要に応じて、粘度調整剤、
ここで、該組成物は、実質的に窒素を含まない分散剤から誘導された窒素を約３５ｐｐｍ
以下で含有する、
　プロセス。
【請求項１１】
回転エネルギーを貯蔵エネルギーレザバに移し、後に、該貯蔵エネルギーを回転エネルギ
ーに再変換して推進を助けることができる車両液圧系統を潤滑させる方法であって、該方
法は、以下を含有する組成物を使用する：
　（ａ）以下の（ｉ）と（ｉｉ）との反応生成物から誘導された実質的に窒素を含まない
分散剤：
　　（ｉ）ポリアルケニル置換アシル化剤；および
　　（ｉｉ）ポリオール；および
　（ｂ）潤滑粘性のあるオイル。
【請求項１２】
前記車両液圧系統が、液圧ランチアシスト、静液圧変速機またはそれらの混成である、請
求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
液圧作動液に１つまたはそれ以上の性能特性を与える、請求項１に記載の組成物の使用で
あって、該性能特性は、清浄性の向上、摩耗の低下、剪断安定性の向上、低温粘度特性の
向上、高温粘度特性の向上または長い寿命を含む、使用。
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